
本県の沿岸では、多種多様なサンゴ礁性魚介類を対象とした、釣り、潜水器、刺網、定置網

等の様々な漁業が営まれているとともに、モズク、ヒトエグサ、海ブドウ等の海藻類やクルマ

エビ、ヤイトハタ等の養殖が行われている。また、沖合では回遊性のマグロ類、カジキ類、ソ

デイカ及び瀬付きのマチ類等を対象として、はえ縄漁業、パヤオ漁業、旗流し漁業及び一本釣

り漁業等が行われている。

、 、「 」 「 」県では 漁業生産基盤の整備を進めるとともに 資源管理型漁業 や つくり育てる漁業

の推進により、周辺地域の高度利用を図っている。

１ 漁業経営体

漁業経営体数は減少傾向にあり、平成25年は平成20年と比べて約6.6％減の2,616経営体と

なっている。
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２ 漁業就業者

漁業就業者数は減少傾向にあり、平成25年は平成20年に比べて約5.0％減の3,731人となっ

ている。また、漁業就業者数は男性の40～59歳が1,581人と最も多く、漁業就業者に占める

割合は42.4％を占め、次に男性の60歳以上が1,367人（36.6％）となっており、高齢化が進

んでいる。
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３ 漁業生産と流通

(１) 生産量
平成29年の漁業生産量は前年に比べ約11.5％増の36,453トンとなっている。内訳として

は、海面漁業が15,598トンと前年より3.5％の減であったのに対し、海面養殖業ではモズク

、 。類とクルマエビ等が増加したことから 前年に比べ4,309トン増の20,856トンとなっている
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平成29年の魚種別生産量は、マグロ類が10,061トンで全漁獲量の64.5%を占め、次いで、イ
カ類が1,820トン(構成比11.7％ 、カジキ類が721トン(構成比4.6％)となっている。）
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(２) 産出額
、 （ ） 、平成28年の漁業産出額は 前年に比べて7,200万円 0.4％ 増の195億3,200万円となり

内訳は海面漁業で前年に比べ5億700万円（4.0％）減の121億6,300万円、海面養殖業は前
年に比べ5億7,900万円（8.5％）増の73億6,900万円となっている。
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(３) 養殖種類別生産量・産出額
平成29年の養殖種類別生産量は 前年に比べ26.0％増の20,856トンで 生産量の大半 構、 、 （

成比92.3％）はモズク類が占めている。特に、モズク類は前年に比べ約4,141トン増の
19,252トンとなっている。
平成28年の養殖種類別産出額は、前年に比べ8.5％増の73億6,900万円となっている。内

訳としては、モズク類24億6,300万円、クルマエビ22億7,100万円、海ブドウ7億9,600万円
の順となっている。
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(４) 流 通
本県には、生鮮魚介類の卸売市場として、県漁連、那覇地区漁協及び沖縄県水産公社が

開設する「地方卸売市場」３市場と、各地域の漁協が開設する「その他卸売市場」17市場
で計20市場がある。

、 。これらの市場における平成29年の取扱量は 14,665トンで前年に比べ338トン増加した
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�������������４ 漁 船
平成29年12月末の動力

漁船の隻数は、5,167隻、
総トン数は17,046トンで、
前年に比べ隻数で28隻、
総トン数では333トンの
増加となっている。
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５ 水産基盤整備

本県における水産業の基盤整備は、沖縄21世紀ビジョン実施計画及び沖縄21世紀農林水産

業振興計画の基本方向である２つの柱「亜熱帯・島しょ性に適合した農林水産業の基盤整

備 「フロンティア型農林水産業の振興」に基づき、漁港・漁場の一体的な整備、漁村等」、

の多面的機能の発揮に向け事業を推進している。
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６ 漁業制度資金・水産業協同組合
(１) 漁業制度資金

漁業関係の制度資金は、復帰後、沖縄振興開発金融公庫資金、漁業近代化資金、沿岸漁
業改善資金が制度化されており、このうち、沿岸漁業改善資金は、県が無利息で融資する
制度で、沿岸漁業者の経営改善や生産力増大等に寄与している。
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(２) 水産業協同組合組織
平成29年度末現在の組合数は、沿海地区出資漁協35、業種別出資漁協2、水産加工業協

同組合（かまぼこ）1の合計38となっている。
沿海地区漁協の構成についてみると、平成29年度末の1組合平均組合員数は、正組合員

67人、准組合員74人、計141人で、全国平均に比べ正組合員が少なく、准組合員が多い状
況となっている。また、1組合平均財務規模は、全国平均と比べて依然として小さい。
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